
  

1　シルバー人材センター運営費補助金　23,750,000円

2　シルバー人材センター事業

　(1)　高年齢者の福祉の増進と生きがい対策として、臨時的かつ短期的な業務のあっせん

　　  （あっせん業務：技術、技能、事務、管理、折衝外交、一般作業、サービス）

　(2)　高年齢者の就業機会確保のための一般労働者派遣事業の実施

地域資源を活かして元
気産業を創造するまち

いきいきと働ける就業
環境を創出する

Ｐ35 中　事　業

多様なニーズに対応し
た就業支援を推進する

一般財源

第 3 章

（単位：円）

就業延
人員

003-002-001-00152 事　業　名 高年齢者就業支援事業

第 2 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

地方債国(県)支出金

労働者対策費

23,750,000 23,750,000

その他

1 項

総
合
計
画

労働福祉費

(  )
予
算
科
目

1 目

5 款 労働費

労働福祉費

事業コード

（公社）石巻市シルバー人材センターの運営を支援することにより、高年齢者の就業機会の確保と生き
がいの創出、地域社会への貢献を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　下記のとおり、会員に対し就業機会を創出することにより、高年齢者の生きがい対策、地域社会への
貢献が図られた。

区分 受託
件数

就業延
実人員

成果に係る評価

　会員数は、震災以来減少を続けているが、受注実績は震災関連事業の受注も含み、受託件数、就業延
実人数ともにＨ25年度を上回る業績であった。今後も高年齢者の生きがい対策、社会参加の受け皿とし
ての役割を果たすため、安定的かつ良好な水準を維持すべく、支援事業を継続する必要がある。

技　術 0件 0人 0人 0円

5,708人 50,553,389円

サービス

予算の執行状況
予算額

23,750,000

決算額の財源内訳

決算額

事　務 92件 128人 662人 1,885,160円

契約金額
職群

折衝外交 8件 128人 717人 3,078,732円

技　能 1,602件 3,924人

5件 22人 251人 1,465,820円

管　理 16件 291人 3,485人 15,095,240円

計 4,298件 14,295人 46,972人 294,811,887円

一般作業 2,575件 9,802人 36,149人 222,733,546円
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　勤労者向け生活安定資金の融資あっせん事業の実施

　　市内中小企業従業員に対する低利での教育資金、生活資金の融資

　　・貸付限度額：200万円

　　・貸付期間：一般生活資金・7年以内、教育資金・10年以内（5年以内の据置期間を含む。） 

　　・貸付利率：一般生活資金・年2.50％、教育資金・年1.85％

Ｈ26年度融資実績 件数

　（新規融資分） 金額

地域資源を活かして元
気産業を創造するまち

いきいきと働ける就業
環境を創出する

Ｐ36 中　事　業

就業環境の改善を図る

第 3 章

500,000円

003-002-002-00154 事　業　名 勤労者生活安定資金融資あっせん事業

第 2 節

( 2 )

(  )

復
興
計
画

(  )

10,000,000

地方債国(県)支出金

労働者対策費

一般財源

1 項

総
合
計
画

労働福祉費

(  )
予
算
科
目

1 目

5 款 労働費

労働福祉費

成果に係る評価

事業コード

  生活安定のための資金を必要とする中小企業勤労者に対し、低金利で融資を行い、大企業との福利厚
生面での格差是正を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災の影響により、依然として中小企業の雇用状況が不安定なことに加え、震災関連の他の融資制度
等の充実もあって本制度の利用数が伸び悩んでいることから、本制度の積極的なＰＲを推進していく必
要がある。

　市内中小企業従業員に対する低利での融資により、福利厚生の向上が図られた。

1件

予算の執行状況
予算額

10,000,000

決算額の財源内訳

決算額

10,000,000

その他

（単位：円）
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　各種事業の実施により、地元被災求職者の雇用機会の創出が図られた。

雇用状況

都市公園等除草業務委託事業

10人 
直接

商工課

学校教育課

雇用者数

13人 

うち新規雇用者数

13人 

担当課

2人 

特別支援教育支援員配置事業 10人 

101人 

87人 被災企業流通体制支援事業

委託

2人 牡鹿総合支所 地域振興課2人 

3人 

1人 

377人 

4人 

10人 

水産課

生活再建支援課

8人 

1人 

4人 

2人 

22人 

97人 

5人 

52人 

76人 

5人 

1人 

1人 

363人 

成果に係る評価

款 労働費

労働福祉費

震災被災者行政サポート事業

事業コード

　東日本大震災により、多くの方々が仕事に就けない状況にあることから、離職を余儀なくされた方の
雇用の場を確保するため、国の雇用創出基金事業を活用することにより、雇用就業機会の創出を支援す
る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

雇用の維持と創出

予
算
科
目

2 目

5 第  章

002-301-002-00393 事　業　名 震災等緊急雇用対応事業

第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

( 1 )

1,098,674,094

震災等緊急雇用対応事業費

　震災の影響により離職を余儀なくされた地元被災求職者（学卒未就業者を含む。）を中心に、就業の
機会を提供することにより、市内産業の再生力の向上を目指すとともに、市外への就労人口の流出防止
に努めた。

中心市街地活性化管理運営事業

震災対応等臨時職員

　本事業については、次の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供する事業であるが、長期雇用
を望む被災求職者の増加などに伴い新規雇用者数が減少した。
　また、本格的な地域復興、また被災求職者のニーズに対応した長期雇用の確保のため、今後も本市の
産業政策と連動した雇用創出に取り組んでいく必要がある。

一般財源

Ｐ162

観光ボランティアツーリズム推進事業

日和山公園維持管理業務

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

職の再建1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 2 )

成　　　　果

事業名 区分

中　事　業

観光コンシェルジュ創出事業

復興地場産品販路拡大事業

取　組　実　績

超低温冷蔵施設運営事業

応急仮設住宅環境整備等促進業務

応急仮設住宅管理運営業務

予算の執行状況
予算額

1,227,730,000

決算額の財源内訳

決算額

1,098,872,452

その他

（単位：円）

198,358

若手ＩＣＴ企業家育成推進事業 6人 5人 

石巻市企業情報データベース化推進事業 63人 53人 

地方債国(県)支出金

都市計画課

商工課

観光課

計 738人 665人 

網地島島民生活活性化支援事業

4人 
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　各種事業の実施により、地域における雇用機会の創出が図られた。

雇用状況

ボランティア地域活性化事業

雄勝石産業活性化事業

外国人漁業実習生受入体制事業 水産課

地域資源活用普及事業

マンガを使った街づくり推進事業

復
興
計
画

生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業

Ｐ162 中　事　業

労働費

労働福祉費

生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業費

東日本大震災関係費

( 2 )

( 3 )

23人 

11人 8人 

2人 2人 雄勝総合支所地域振興課

( 1 )

商工課

　被災地において、被災求職者のために安定的な雇用機会を創出すること及び地域で若者・女性・高齢
者・障害者が活躍できる雇用機会を創出することを目的として、高齢者から若者への技能伝承、女性・
障害者等の積極的な活用、地域に根ざした働き方など、将来的に自立による雇用創出が期待される事業
について、国の雇用創出基金事業を活用することにより、雇用就業機会の創出を支援する。

総
合
計
画

第  章

担当課

地域協働課

うち新規雇用者数

第  節

(  )

雇用者数

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

職の再建

雇用の維持と創出

予
算
科
目

2 目

5 款

1 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

4人 4人 

44人 

　石巻市の主要産業である水産業の振興、観光振興・地場産品の普及拡大等を図る事業に加え、技能伝
承のための事業を実施することにより、新たな雇用を創出するとともに、市外への就労人口の流出防止
に努めた。

39人 

4人 

事業コード

目的及び事業内容

002-301-002-00393 事　業　名

計

観光課

4人 

事業名

21人 

予算の執行状況

　事業の目的である地域に根ざした働き方として事業が進捗し、産業の振興、また情報発信や直売所・
アンテナショップ等の運営を通じて地域の活性化が図られ、将来的な事業の自立が期待される。

一般財源その他

（単位：円）

133,953,891

決算額

成果に係る評価

156,852,000

予算額

決算額の財源内訳

地方債国(県)支出金

133,953,891
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1

2

（2人）（29人）（31人）（10者）

28者 3人97人99人

Ｈ25年度交付決定者継続
分（増額等含む）

Ｈ26年度新規交付決定分

（1人）（67人）（68人）（18者）

対　象　労　働　者　数

49人 0人

うち新規雇用者
備考

( 1 )

復
興
計
画

( 3 )

(  )

労働費

労働福祉費

中　事　業

Ｈ25

第  章

うち再雇用者

　産業政策と一体となった雇用面からの支援により、被災求職者等の雇用が創出され、生活の安定が図
られた。

雇用状況

委託料　20,949,834円

28事業主、助成金交付者数　99人　　助成金交付額　71,075,000円

助成対象
事業主数

うち労働者1名が労働時間
の不足により、不交付

事業復興型雇用創出助成金交付事業代行業務

002-301-002-00393 事　業　名 事業復興型雇用創出事業

第  節

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

職の再建

事業復興型雇用創出助成金交付

Ｐ162

雇用の維持と創出

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 2 )
予
算
科
目

2 目

5 款

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　産業政策と一体となった雇用面からの支援を行うことにより、地域の産業の振興、経済の活性化に資
する雇用の創出が図られ、Ｈ26年度は29名の新規雇用に繋がった。

Ｈ26

49人

年度

19者

事業復興型雇用創出事業費

成果に係る評価

事業コード

　被災地域において安定的な雇用を創出すること及び地域の中核となる産業や経済の活性化に資する雇
用を創出することを目的とし、産業政策と一体となって雇用面からの支援を行うことにより、震災によ
り離職を余儀なくされた住民の生活の安定を図り、地域の復興を支えるもの。具体的には、市が認定す
る対象産業政策を実施する事業主が、新規雇用を行った場合に、雇用者1人当たり3年間で最大225万円
を助成するもの。（短時間労働者は最大110万円）

目的及び事業内容

地方債国(県)支出金

92,024,834

一般財源
予算の執行状況

予算額

130,200,000

決算額の財源内訳

決算額

92,024,834

その他

（単位：円）
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